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看護小規模多機能型居宅介護　重要事項説明書

 この看護小規模多機能型居宅介護重要事項説明書は、事業所の運営規程の概要や勤務体制、その他重要事項を記したものです。
ご利用者またはご家族に対してこの書面を交付し、ご説明することは事業者の義務として法令上規定されています。

２０　　

実施の有無 無し

説明者

事業所名

事業者

第三者評価について

担当者名

直近の実施年月日 -

評価実施機関 -

法人名
代表者名
住　所

ＳＯＭＰＯケア株式会社
代表取締役　鷲見　隆充
本社／〒140-0002　東京都品川区東品川四丁目12番8号

開示状況 無し

職　種

サービス受付

※　第三者評価とは、事業所の提供するサービスの
　質を当事者（事業者および利用者）以外の公正中
　立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から
　評価するものです。
　　都道府県毎に対象サービスが異なるため、事業
　所所在地域では非該当となる場合においても
　「無」と記載します。

介護支援専門員 人

看護職員 人

　保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士または言語聴覚士等（以下、「看護職員等」
といいます。）は、ご利用者またはそのご家族等の療養上の相談受付、療養上の世話、必要な診療の
補助および機能訓練などを行います。サービスの提供にあたっては、主治の医師との密接な連携を図
り、ご利用者の心身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行います。

人数 職務内容

管理者 1 人
　管理者は、事業所の従業者の管理および業務の管理を一元的に行うとともに、事業所の従業者に対
し、法令などにおいて規定されている看護小規模多機能型居宅介護の実施に関する規定を遵守させる
ため必要な指揮命令および相談、指導を行います。

　　　　台

6．【サービスの内容】

3．【ＳＯＭＰＯケア株式会社の概要】

法人名 ＳＯＭＰＯケア株式会社 代表者

浴室 　　　　室（一般浴・特殊浴）

宿泊サービスの定員 　　　　名／日 相談室 　　　　室

(1) 事業所は、ご利用者について、その居宅において、またはサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊さ
　せ、当該拠点において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常
　生活上の世話、療養上の世話および機能訓練を行うことにより、ご利用者がその有する能力に応じその居宅に
　おいて自立した日常生活を営むことができるよう支援します。
(2) 事業所は、自立支援の理念に基づき、ご利用者が自立して生活していくために、本人の能力に応じて、本人
　のできることは可能な限りしていただくことで、身体機能の維持向上を図るという介護本来の理念を実践いた
　します。
(3) 事業所は、市区町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、居宅介護支援事業所、介護予防支援
　事業所、介護保険施設等との連携に努めます。

定員

登録定員 　　　　名 宿泊室 　　　　室（　　㎡～　㎡）／定員１名

通いサービスの定員 　　　　名／日

　事業所は、看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、以下のサービスを組み合わせた看護小規模多機能型居宅介護を提供
いたします。
(1) 通いサービス
　  通いサービスとは、ご利用者に当事業所に通っていただき、日常動作能力および意欲向上のために、ご利用者
　とともに行う自立支援のためのサービスであって、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話および機
　能訓練を行います。
(2) 訪問サービス
　  訪問サービスとは、当事業所の従業者がご利用者宅へ訪問し、ご利用者の日常生活動作能力および意欲向上の
　ために、ご利用者とともに行う自立支援のためのサービスであって、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生
　活上の世話および機能訓練を行います。
(3) 宿泊サービス
    宿泊サービスとは、当事業所へ宿泊するご利用者に対して行う、ご利用者の日常生活動作能力および意欲向上
　のために、ご利用者とともに行う自立支援のためのサービスであって、夜間および深夜に入浴、排泄、食事等の
　介護その他の日常生活上の世話および機能訓練を行います。
(4) 看護サービス
    看護サービスとは、ご利用者に対して行う、療養上の世話または診療の補助を行うことをいいます。看護サー
　ビスの提供に当たっては主治の医師との密接な連携を行います。
(5) 送迎
    送迎を必要とする利用者に対し、利用者宅から当事業所間の送迎サービスを提供します。送迎車両には運転手
　または従業者が添乗し、必要な介助を行います。

受付日
　看護小規模多機能型居宅介護の提供開始にあたり、本書面に基づいて重要事項（利用料金含む）の説明を行いました。

4．【サービスを提供する事業所の概要】　※記載内容は、説明月時点の概要となります

事業所名

サービス提供

営業日

営業時間

代表取締役　鷲見　隆充

法人所在地 東京都品川区東品川四丁目12番8号 電話番号 03-6455-8560(本社代表)

事業内容 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅・グループホームの運営、居宅サービス事業等

居間および食堂 　　　　室（　　　㎡）

2．【運営の方針】

5．【事業所の定員および設備の概要】

　ご利用者は、緊急時対応加算に　　（ 　同意します　・　同意しません　）

送迎車

指定事業所番号

受付時間

通常の事業の
実施地域

損害賠償責任
保険加入先

　私は、本書面に基づいて事業所から看護小規模多機能型居宅介護についての重要事項（利用料金含む）の説明および当該重要事
項説明書（重要事項説明書別紙利用料金表含む）の交付を受け、その内容について同意しました。

電話番号

所在地

① 居宅サービス計画を作成するために必要な業務を行い、かつ居宅サービス計画を作成します。
② 看護小規模多機能型居宅介護計画書を作成するために必要な業務を行い、かつ看護小規模
 多機能型居宅介護計画書を作成します。
③ 居宅サービス計画の実施状況の評価や把握を行います。
④ 看護小規模多機能型居宅介護計画の実施状況の評価や把握を行います。
⑤ 居宅サービス計画を新規に作成した場合およびご利用者が要介護更新認定、要介護状態区
 分変更認定を受けた場合については、原則としてサービス担当者会議を開催します。
⑥ ご利用者が要介護認定等の変更申請および要介護区分変更申請を円滑に行えるよう支援します。
⑦ その他看護小規模多機能型居宅介護の提供に必要な業務を実施します。

代理人
または

署名代行人

氏名

ご利用者
との関係

1．【事業の目的】

従業者 　看護小規模多機能型居宅介護の提供にあたります。

ご利用者 氏名

Ｆ Ａ Ｘ 番号

損害保険ジャパン株式会社

　ご利用者は、下記の加算に同意する場合には、「同意します」に丸印を、同意しない場合には、「同意しません」に丸印を
ご記入ください。

　ＳＯＭＰＯケア株式会社（以下「事業者」といいます。）が開設する「看護小規模多機能型居宅介護事業所（以下「事業
所」といいます。）」が行う看護小規模多機能型居宅介護事業の適正な運営を確保するために人員および管理に関する事項を
定め、事業所の看護小規模多機能型居宅介護従業者およびその他の従業者（以下「従業者」といいます。）が、要介護状態に
あるご利用者に対し、適正な看護小規模多機能型居宅介護を提供することを事業の目的とします。
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14．【虐待防止の為の措置】

15．【ご協力いただきたい事項】

16．【相談・苦情の対応】 17．【緊急時・事故発生時の対応】

13．【教育・研修体制】

経過の観察・評価

　ひと月に1度以上、ご自宅を訪問し、ご利用者の心身の状況に変化はないか、看護小規模多機能型居宅介護の効果はどうか
などの評価を継続して行います。

　※心身の状況の変化などにより、サービスの内容に変更の必要性がある場合には、再度適切な看護小規模多機
　　能型居宅介護が提供できるよう援助いたします。

8．【ご利用料金およびお支払い方法等】

　看護小規模多機能型居宅介護の利用に係わる、ご利用料金ならびにお支払い方法等につきましては、重要事項説明書別紙利用料
金表のとおりとします。

7．【看護小規模多機能型居宅介護の手順】

重要事項の説明・同意・交付および契約の締結

　ご利用者およびご家族は以下の事項についてご理解していただき、当事業所が行う看護小規模多機能型居宅介護の提供にご
協力ください。
 (1) ご利用者の疾患および心身の状態などの事項は看護小規模多機能型居宅介護計画を作成する上で、重要な情報
　 です。詳細にお知らせいただき、従業者が行う状況把握にご協力ください。
 (2) ご利用者の急激な体調の変化などの事項は看護小規模多機能型居宅介護を行う上で、重要な情報です。すみや
　 かに、かつ詳細にお知らせください。
 (3) 買い物、薬の受け取り以外のお金の取り扱い（預金通帳を預かる等）はできません。また、事業所へは、現金
　 や預金通帳などの貴重品をお持ちにならないでください。
 (4) お金の管理が困難な場合には、成年後見制度や権利擁護事業の利用をご検討ください。なお、制度の内容につ
　 いては、担当の介護支援専門員にお問い合わせください。
 (5) 従業者個人の電話番号や住所は、お知らせできませんので、あらかじめご了承ください。
 (6) 従業者へのお礼は固くお断りしております。ご理解いただけますようお願い申し上げます。
 (7) 従業者は、ご利用者およびそのご家族による指名はできませんので、あらかじめご了承ください。
 (8) サービス内容の変更に関しては、事業所の管理者にご相談ください。
 (9) その他、サービスの実施のために必要な事項
(10) 従業者に対する暴言・暴力・ハラスメント等、社会通念上許容できない行為はお控えいただけますようお願い
　 します。これらの行為が認められた場合、サービスの停止や契約を解約することがあります。ご理解くださいま
   すようお願いいたします。
　【ハラスメント等の具体例】
　　①身体的な攻撃（暴行・傷害）
　　②精神的な攻撃（脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言）
　　③過大な要求（サービス利用に関し明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制・業務の妨害）
　　④個の侵害（私的なことに過度に立ち入る）
　　⑤セクシャルハラスメント

　事業所の管理者等が相談の受付を行います。ご利用者やご家族に、サービスの内容、利用料、提供方法、事業所の概要な
どについて、わかりやすく丁寧にご説明し、同意いただいた上で契約を締結します。

居宅サービス計画（ケアプラン）の説明・同意・交付

　心身の状況や置かれている環境などの把握と課題の分析（「アセスメント」といいます。）を行い、各サービスの担当者
やご利用者およびご家族と、サービスの内容について意見を交換する機会（「サービス担当者会議」といいます。）を設
け、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成いたします。

看護小規模多機能型居宅介護計画の説明・同意・交付

　心身の状況などの把握と課題の分析を行い、他のサービス担当者との意見交換等を通し、看護小規模多機能型居宅介護計
画を作成します。

看護小規模多機能型居宅介護の開始

　ご利用者に同意していただいた、看護小規模多機能型居宅介護計画に添って、看護小規模多機能型居宅介護の提供が開始
されます。

（電　話） 0120-65-1192

9．【地域との連携等】

　事業所は、サービスの提供にあたっては、ご利用者、そのご家族、地域住民の代表者、市区町村の職員または地域包括支援セン
ターの職員、本サービスについて知見を有する者等により構成される協議会（以下、「運営推進会議」といいます。）を設置しま
す。おおむね２ヶ月に１回以上、運営推進会議に対し、通いサービスおよび宿泊サービスの提供回数等を報告し、運営推進会議に
よる評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けます。事業所は、事業の運営にあたっては、
地域住民またはその自発的な活動等との連携および協力を行うなどの地域との連携や交流を図ります。 事

業
所
受
付

相談・苦情
窓口

（電　話） 　事業所は、看護小規模多機能型居宅介護の実施により、
病状の急変および事故が発生した場合には、すみやかに主
治医およびご利用者のご家族などに連絡を行うとともに必
要な措置を講じます。（受付時間）

(6) 相談・助言
    ご利用者およびご家族の日常生活における介護等に関する相談および助言を行います。
(7) 社会生活上の便宜の提供等
    ご利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き等について、ご利用者またはご家族が行うこと
　が困難である場合に限り、ご利用者の同意を得て、その手続きをご利用者に代わって行います。

緊急事態・事故発生後
の対応

再発防止への対応

12．【損害賠償責任】

(1)事故発生の要因の
 分析
(2)具体的な防止策の
 検討・立案
(3)事業所従業者への
 周知と再発防止策
 の実施の指示
(4)社内関連部署への
 周知と再発防止策
 の実施の指示

　事業所は、ご利用者に対する看護小規模多機能型居宅介護の提供により、万一事故が発生し、ご利用者に損害が発生した場
合には、すみやかに市区町村、ご利用者のご家族などに連絡をとり、必要な措置を講じるとともに当事業所の責に帰すべき事
由によるときは損害を賠償します。

（電　話）
(1)事故の状況、原因
 の明確化
(2)責任の所在と内容
 の明確化
(3)必要に応じ損害賠
 償の手続き
(4)必要に応じ都道府
 県・市区町村への報
 告

【相談・苦情発生時の対応】

ご家族への
連絡

事業所への
連絡

（電　話）

11．【非常災害対策】

　事業所は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報体制を整備し、それらを定期的に当事業所の従
業者に周知するとともに、日頃から地域住民と密接な連携を確保し、定期的に避難、救出訓練その他必要な措置を行います。

都道府県国
民健康保険
団体連合会

（担当窓口）

（受付時間）

（受付時間） 9：00～18：00（土日祝除く）

お客様
相談窓口

(1) 相談・苦情の受付
(2) 相談・苦情の内容確認
(3) 事実の調査と再発防止策の立案
(4) 苦情再発防止策の実施

　事業所は、従業者に対し、その知識および技能の向上を目的として、定期的な教育と研修の機会を設けています。
(1) 入社時研修　採用後１ヶ月以内
(2) 継続研修　　年１０回以上
【研修内容】
(1) 従業者としての専門的な業務について
(2) 高齢者虐待防止法などの他法制度について
(3) その他、看護小規模多機能型居宅介護の実施のために必要な事項

(1) 事業所は、ご利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとします。
　①虐待を防止するための従業者に対する研修の定期的な実施
　②ご利用者およびそのご家族からの苦情処理体制の整備
　③成年後見制度の利用支援　　　　　④虐待防止に関する責任者として管理者を選定
　⑤虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、従業者に周知徹底を図る
　⑥虐待の防止のための指針の整備　　⑦その他虐待防止のために必要な措置
(2) 事業者は、ご利用者の人格を尊重する視点に立ったサービスに努め、虐待を受けている恐れがある場合には
　ただちに防止策を講じ市区町村へ報告するものとします。

ご本人の状態の確認

外
部
苦
情

申
し
立
て
機
関

ご利用者が
お住まいの
各市区町村
外部苦情

窓口

（担当窓口）

（受付時間）
主治医等へ

連絡
または救急

車要請

事業所概要の通り

（担当者）

10．【守秘義務・個人情報の保護】

病状の急変・事故の発生

(1) 事業所は、看護小規模多機能型居宅介護を実施する上で知り得た、ご利用者またはご家族などに関する事項につい
　ては、ご利用者または第三者の生命、身体などに危険がある場合など、正当な理由がある場合を除いて第三者に提供
　しません。
(2) 事業所は、その業務に携わる従業者等に対して、その業務に従事する際には、正当な理由がなく業務上知り得たご
　利用者またはご家族などの情報を第三者に提供してはならない旨の書面を取り交わすなど、必要な措置を講じます。
(3) 事業所は、従業者であった者に、業務上知り得たご利用者またはご家族などの秘密を保持させるため、従業者でな
　くなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨の書面を取り交わすなど、必要な措置を講じます。
(4) 事業所は、サービス担当者会議や介護支援専門員および他の居宅サービス事業所などとの連絡調整において、個人
　情報を関係者へ提供することが必要である場合は、あらかじめご利用者およびご家族等に対して、情報提供の目的
　と、情報を提供する関係者に関する事項を説明し、書面にて同意を得ます。

事
業
者

受
付
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（Ⅰ）

-9,250円
/
月

-9,250円

看護小規模多機能型
居宅介護費

124,470円

/
月

174,150円 244,810円

6,400円

　当事業所のひと月の利用者の数が利用定員を超えた場合および配置することとされている人員が基準に満た
ない場合は、上記料金表の70％の額が利用料金となります。

１．(2)　訪問看護体制減算 末期の悪性腫瘍等または特別な指示により医療保険の訪問看護が行われる場合の減算

-18,500円
/
月

-29,140円

/月 非該当

25,000円 /月

特別管理加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）

ターミナルケア加算

（Ⅰ）

看護小規模多機能型居宅介護の利用料金は、介護保険法令に定める介護給付費（介護報酬）に準拠した次の金
額となります。

/日 －

7,500円

専門管理加算 2,500円 /月 非該当

遠隔死亡診断補助加算 1,500円 /回 非該当

総合マネジメント体制強化加算

（Ⅰ）

（Ⅱ） 8,000円 /月 非該当

口腔・栄養スクリーニング加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）

口腔機能向上加算

（Ⅰ）

5,000円

加
算
・
減
算
項
目

２．加算・減算項目

褥瘡マネジメント加算

末期の悪性腫瘍等によ
り医療保険の訪問看護
が行われる場合

-9,250円
/
月

-9,250円
/
月

非該当

-9,250円
/
月

-18,500円
/
月

-29,140円
/
月

初期加算 300円

9,200円 /月

退院時共同指導加算 6,000円

（Ⅱ）

特別な指示により頻回
に医療保険の訪問看護
が行われる場合

-300円
/
日

-300円
/
日

-300円
/
日

-600円
/
日

-950円
/
日

277,660円 314,080円

非該当

科学的介護推進体制加算

若年性認知症利用者受入加算

身体拘束廃止未実施減算 ―/月所定単位数×1％の減算

8,000円 /月

7,740円 /月

－

加
算
・
減
算
項
目

栄養改善加算

生産性向上推進体制加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）

/月 非該当

4,600円 /月 非該当

　重要事項説明書別紙利用料金表　〈看護小規模多機能型居宅介護〉

適用される地域区分 その他 地域単価 10.00円

１．(1)　看護小規模多機能型居宅介護費＿利用料金
（1月につき）

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

緊急時対応加算

8,900円 /月 非該当

認知症加算

（Ⅲ）

（Ⅳ）

7,600円

/回

/月3,500円 非該当

/回 －

/
月

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

訪問看護体制減算

（Ⅱ）

（Ⅲ）

/月 非該当

　当事業所の算定月におけるサービス提供回数が週平均１回に満たない場合、又は利用者１人当たりの平均
サービス提供回数が一週間に４回未満の場合は、上記料金表の70％の額が利用料金となります。

/
月

-9,250円

非該当

30円（Ⅰ）

（Ⅱ）

/月

サービス提供体制強化加算

非該当

25,000円 /月 非該当

訪問体制強化加算 10,000円 /月 非該当

30,000円 /月（Ⅰ）

（Ⅱ）

看護体制強化加算

非該当

12,000円 /月 非該当

栄養アセスメント加算 500円

200円 /月 非該当

150円 /月 非該当

/月

非該当

1,600円 /回 非該当

非該当2,500円 /月

非該当

200円 /回 非該当

非該当

1,500円 /回 非該当

50円 /回 非該当

130円

400円

所定単位数の14.9％

/月 非該当

/月

/月

2,000円

所定単位数の14.6％ 該当

（Ⅱ）

/月

100円 /月 非該当

排せつ支援加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）

（Ⅲ）

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ）

（Ⅱ）

1,000円 /月 非該当

100円 /月 非該当

/月 非該当

非該当
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その他の日常生活費 実　　費

食材料費

朝食

洗濯費

 (3) 介護保険適用分の自己負担額の計算方法は以下の通りです。

夕食

所定単位数の15％ ―

所定単位数の5％ /月 ―

実　　費 宿泊費

実施記録の複写物交付
A4、A3一枚につき11円

（税込）

加
算
・
減
算
項
目

通常の事業の実施地域を越えて
行う交通費（公共交通機関使
用）

キャンセル料

ご利用予定のサービスをキャンセルする際には、すみやかに事業所までご連絡くだ
さい。
サービス利用日の前日正午を過ぎてキャンセルされる場合は、予定されていた宿泊
費用の１割または食材料費若しくはその両方が、キャンセル料としてかかりますの
でご注意ください。

※ キャンセル料は、別途消費税がかかります。
※ 緊急な入院などの特段の事情については、キャンセル料は頂きません。

特別地域看護小規模多機能型居宅介護加算

 (9) 消費税の端数処理の関係上、請求金額と差が生じることがあります。

実　　費 死後の処置料

② ア　×　10 円（介護給付費１単位に対する地区別単価）＝　イ（１円未満切捨）・・介護報酬

 (2) 法定代理受領の場合は、前述の金額に対し、負担割合証に記載された割合の額（但し、経過措置、利
   用者負担の減免、公費負担がある場合などはその負担金額による）が自己負担金となります。

 (1) 看護小規模多機能型居宅介護を提供する際に使用する、水道光熱費、ティッシュ、タオルなどの日常
   生活費ご利用者の負担となります。

利用料金の支払い方法

銀行または郵便局の口座からの自動引落にてお支払い頂きます。

※ご指定の金融機関の口座から、事業者が指定する日（同日が土日祝日の場合、
　翌営業日）に引き落とします。
※手続きの関係上、自動引落の申込をいただいた後、場合により１～３ヶ月間引
　き落としできない場合がございます。その場合、請求書を郵送しますので、そ
　の月の末日までに指定口座へお振込みいただきます。

中山間地域等における小規模事業所加算 所定単位数の10％

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加
算

高齢者虐待防止措置未実施減算

業務継続計画未策定減算

―

―所定単位数×1％の減算 /月

/月所定単位数×1％の減算

/月

 (10) 「洗濯費」は、宿泊または通いサービスを提供の際に、ご利用者の被服を洗濯した場合に、お支払
　　い頂きます。

 (6) ご遺族の希望により、死後の処置を行った場合に、お支払い頂きます。

 (7) 看護小規模多機能型居宅介護の利用について、介護保険給付対象の場合には、非課税となります。
   （介護保険給付対象外のサービスをご希望される場合は、別途消費税を頂きます。）

 (2) 重要事項説明書の4【サービスを提供する事業所の概要】に記載する通常の事業の実施地域外にお住
   まいのご利用者につきましては、ＳＯＭＰＯケア株式会社に対して前項に定める交通費の実費を支払う
   ものとします。その場合の実費は､通常の事業の実施地域を越えた地点から目的地までの区間における
   往復の公共交通機関利用実費または自動車使用時の経費［22円／km］（税込）となります。

昼食

教養娯楽費

 (8) ご利用者が保険料の滞納等の理由により給付制限を受け、ＳＯＭＰＯケア株式会社が法定代理受領を
   することができない場合またはご利用者が要介護認定を受けていない場合、居宅サービス計画が作成さ
   れていない場合には、サービス利用料金全額をお支払い頂きます。この場合には、ご利用者は後日サー
   ビス提供証明書および領収書をご利用者の住所のある市区町村の窓口に提示すると、看護小規模多機能
   型居宅介護の利用料金全額または自己負担額を除く金額が払い戻しされます（償還払い）。

 (3) サービス実施記録の再交付をご希望される場合は、コピー代金として、A4・A3用紙一枚につき11円
  （税込）をお支払い頂きます。

 (4) 「食材料費」は、食事またはおやつの提供に要する費用であり、当事業所がご利用者に対して食事ま
　 たはおやつの提供をした場合に、お支払い頂きます。

 (1) 従業者が看護小規模多機能型居宅介護を提供するため、ご利用者宅を訪問する際にかかる交通費は、
　 重要事項説明書の4【サービスを提供する事業所の概要】に記載する通常の事業の実施地域内にお住ま
   いのご利用者または中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算に該当するご利用者につきまして
   は、無料となります。

５．支払い方法および重要事項

利用料金

市区町村の定める基準により、原則として基本料金の１割（一定以上の所得のある
方は負担割合証に記載された割合）がご利用者の負担する料金となります。
ただし、介護保険の給付の範囲を超えた利用料金は全額自己負担となります。

※介護保険料の滞納がある場合には、負担割合が異なることがあります。

③ イ　×　( 1 － 負担割合証に記載された負担割合)　＝　ウ（１円未満切捨）・・保険給付

④ イ　－　ウ　＝　自己負担額

３．その他の留意事項

おやつ

① １ヶ月に利用したサービスの合計単位数（介護職員等処遇改善加算分を含む）・・ア

４．実費について
（1回につき）

実
費
項
目

通常の事業の実施地域を越えて
行う交通費（自動車・自動二輪
車使用）

1ｋｍにつき22円
（税込）

おむつ代 実　　費

/月 ―
 (5) 買い物、通院および外出介助などのサービスを利用する際にかかる交通費は、原則としてご利用者の
   ご負担となります。交通費は通院および外出介助の場合、同乗する従事者分を含む公共交通機関利用実
   費とし、片道のみのサービスの提供であっても、往復における従事者分の交通費をご利用者にご負担頂
   きます。買物代行においてＳＯＭＰＯケア株式会社の自動車等を使用する場合には、使用時の経費（利
   用者宅から目的地までの往復の経費［22円／km］（税込））をお支払い頂きます。

※上記の表にて「－」と表記された項目については、該当する加算および減算項目の要件を満たした際に
  請求および減算させて頂く項目となります。
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2024年度法改正に係る 
料金変更のご案内 
 

SOMPO ケア株式会社 

看護小規模多機能型居宅介護  

  

基本部分  (   )内旧単位 

 

登録者数が

登録定員を

超える場合 

又は 

従業者の員

数が基準に

満たない 

場合 

 

身体拘束 

廃止未実施 

減算 

 

高齢者虐待

防止措置 

未実施減算 

 
業務継続 

未策定減算 

 

過少 

サービス 

に対する 

減算 

 

サテライト 

体制未整備 

減算 

 

中山間地域

等にかかる

加算 

 

訪問看護 

体制減算 

（1 月につき） 

 

末期の 

悪性腫瘍等に

より医療保険

の訪問看護が

行われる場合

の減算 

 （１月につき） 

 

特別の指示に 

より頻回に 

医療保険の 

訪問看護が 

行われる場合の

減算 

（１日につき） 

                       

看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
（
１
月
に
つ
き
） 

※
１ 

（１） 
  
同一建物に居住 
する者以外の者 
に対して行う 
場合 

要介護１ 12,447 単位(12,438) 
 

×70/100 

 

‐1/100 

 

‐1/100 

 

‐1/100 

 

×70/100 

 

×97/100 

 

特別地域加算 

＋15/100 

 

中山間地域等

における 

小規模事業所 

加算 

+10/100 

 

中山間地域等

に居住する者

へのサービス

提供加算 

+5/100 

 
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護２ 17,415 単位(17,403) 
     

   
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護３ 24,481 単位(24,464) 
     

   
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護４ 27,766 単位(27,747) 

     

   
－1,850 単位  －1,850 単位  －60 単位 

要介護５ 31,408 単位(31,386) 

     

   
－2,914 単位  －2,914 単位  －95 単位 

（２）  
 
同一建物に居住 
する者に対して 
行う場合 

要介護１ 11,214 単位(11,206) 

     

   
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護２ 15,691 単位(15,680) 

     

   
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護３ 22,057 単位(22,042) 

     

   
－925 単位  －925 単位  －30 単位 

要介護４ 25,017 単位(25,000) 

     

   
－1,850 単位  －1,850 単位  －60 単位 

要介護５ 28,298 単位(28,278) 

     

   
－2,914 単位  －2,914 単位  －95 単位 

短期利用居宅介護費 
（1 日つき） 

 
※2 

要介護１ 571 単位      (570) 

     

     
     

要介護２ 638 単位      (637) 

     

     
     

要介護３ 706 単位      (705) 

     

     
     

要介護４ 773 単位      (772) 

     

     
     

要介護５ 839 単位      (838) 

     

     
     

  
 
 
 
 
 

支給限度額管理対象外 



 

     
2024年度法改正に係る 
料金変更のご案内 
 

SOMPO ケア株式会社 

 

  

 

   
 

加算名 
単位数 

 
1 日 
につき 

1 月 
につき 

1 回 
につき 

月 2 回 
を限度 

6 月に 
1 回を限度 

       

初期加算 30 単位 ●   

 

 

       

緊急時対応加算  774 単位(574)  ●  

 

 

 

特別管理加算 

（1） 500 単位  ●  

 

 

（Ⅱ） 250 単位  ●  

 

 

        

専門管理加算 250 単位  ●  

 

 

        

ターミナルケア加算 
死亡日及び死亡日前 14 日以内に 

2 日以上ターミナルケアを行った場合 
2,500単位（2,000）  ●  

 

 

        

遠隔死亡診断補助加算 
主治医の指示に基づき、情報通信機器
を用いて死亡診断の補助を行った場合 150 単位   ● 

 

 

       

訪問体制強化加算 1,000単位  ●  

 

 

       

口腔・栄養スクリーニング加算  

（1） 20 単位     ● 

（Ⅱ） 5 単位     ● 

        

口腔機能向上加算  

（1） 150 単位    ●  

（Ⅱ） 160 単位    ●  

        

退院時共同指導加算 600 単位   ● 
 

 

        

看護体制強化加算 

（1） 3,000単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 2,500単位  ●  
 

 

 

総合マネジメント体制加算 

（1） 1,200単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 800 単位（1,000）  ●  
 

 

 

褥瘡マネジメント加算 

（1） 3 単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 13 単位  ●  
 

 

        

科学的介護推進体制加算 40 単位  ●  
 

 



 

     
2024年度法改正に係る 
料金変更のご案内 
 

SOMPO ケア株式会社 

  

  

 

 

 

介護職員処遇改善加算は「0. 共通事項」参照 

 

加算名 
単位数 

 
1 日 
につき 

1 月 
につき 

1 回 
につき 

月 2 回 
を限度 

6 月に 
1 回を限度 

       

認知症加算  

（1） 920 単位  ●    

（Ⅱ） 890 単位  ●    

（Ⅲ） 760 単位（800）  ●    

（Ⅳ） 460 単位（500）  ●    

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 7 日間を限度 200 単位 ●   
 

 

 

若年性認知症利用者受入加算 800 単位  ●  
 

 

 

栄養アセスメント加算 50 単位  ●  
 

 

 

栄養改善加算  200 単位    ●  

        

排せつ支援加算 

（1） 10 単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 15 単位  ●  
 

 

（Ⅲ） 20 単位  ●  
 

 

 

生産性向上推進体制加算 

（1） 100 単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 10 単位  ●  
 

 

 

サービス提供体制強化加算 

※１を提供

している 

場合 

（1） 750 単位  ●  
 

 

（Ⅱ） 640 単位  ●  
 

 

（Ⅲ） 350 単位  ●  
 

 

※２を提供

している 

場合 

（1） 25 単位 ●   
 

 

（Ⅱ） 21 単位 ●   
 

 

（Ⅲ） 12 単位 ●   
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各種加算の改定点（看護小規模多機能型居宅介護） 

名称 詳細 

（変更） 

認知症加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、別

に厚生労働大臣が定める以下の利用者に対して専門的な認知症ケアを行った場合に加算します。 

 

イ 認知症加算（Ⅰ）：次のいずれにも適合すること。 

(1) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、事業所における日常生活に支障を来すおそ

れのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）

の数が 20人未満である場合にあっては 1以上、当該対象者の数が 20人以上である場合にあっては 1

に当該対象者の数が 19 を超えて 10 又はその端数を増すごとに 1 を加えて得た数以上配置し、チー

ムとして専門的な認知症ケアを実施していること。 

(2) 当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定

期的に開催していること。 

(3) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を 1 名以上配置し、事業所全体の認知症

ケアの指導等を実施していること。 

(4) 当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画

に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

ロ 認知症加算（Ⅱ）：イ(1)及び(2)に掲げる基準に適合すること。 

ハ 認知症加算（Ⅲ）：日常生活に支障を来す恐れのある症状又は行動が認められることから介護が必

要な認知症の者（日常生活自立度のランクⅢ、ⅣまたはＭに該当する者） 

ニ 認知症加算（Ⅳ）：要介護状態区分が要介護２である者であって、周囲の者による日常生活に対す

る注意を必要とする認知症の者（日常生活自立度のランクⅡに該当する者） 

（変更） 

緊急時対応加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利

用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により 24時間連絡できる体制にあって、

かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問及び計画的に宿泊することとなっていない緊

急時における宿泊を必要に応じて行う体制にある場合に加算します。 

 

利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制に

あること。 

（新設） 

専門管理加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所の緩和

ケア、褥瘡ケア若しくは人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師又は保健師

助産師看護師法第 37条の 2 第 2項第 5号に規定する指定研修機関において行われる研修を修了した

看護師が、サービスの実施に関する計画的な管理を行った場合に加算します。 

 

次のいずれかに該当すること 

イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師が配置さ

れていること。 
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名称 詳細 

ロ 保健師助産師看護師法第 37 条の 2 第 2 項第 5 号に規定する指定研修機関において、同項第 1 号

に規定する特定行為のうち訪問看護において専門の管理を必要とするものに係る研修を修了した看護

師が配置されていること。 

（新設） 

遠隔死亡診断補助

加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所の情報

通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点数表の区分番号

C001 の注 8 に規定する死亡診断加算を算定する利用者について、その主治医の指示に基づき、情報

通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合に加算します。 

 

情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が配置されていること。 

（変更） 

口腔・栄養スクリ

ーニング加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合する事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ご

とに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に加算し

ます。ただし、当該利用者について、事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合にあっては算定しません。 

 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)：次のいずれにも適合すること。 

(1) 利用開始時および利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、利用者の口腔

の健康状態に関する情報（利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、そ

の改善に必要な情報を含む。）を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

(2) 利用開始時および利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、利用者の栄養状態に

関する情報（利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を利

用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

(3) 定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

(4) 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

 ① 栄養アセスメント加算を算定している間である又は利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間である若しくは栄養改善サービスが終了した日の属する月であること。 

 ② 利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間である又は口腔

機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

(5) 口腔連携強化加算を算定していないこと。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)：次のいずれかに適合すること。 

(1) 次のいずれにも適合すること。 

 ① イ(1)及び(3)に掲げる基準に適合すること。 

 ② 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である又は利用者が栄養改善加算

の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは栄養改善サービスが終了した日の属す

る月であること。 

 ③ 算定日が属する月が、利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けてい

る間及び口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

(2) 次のいずれにも適合すること。 
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 ① イ(2)及び(3)に掲げる基準に適合すること。 

 ② 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、利用者が栄養改善加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は栄養改善サービスが終了した日の属する月ではない

こと。 

 ③ 算定日が属する月が、利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けてい

る間及び口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

 ④ 口腔連携強化加算を算定していないこと。 

（変更） 

総合マネジメント

体制強化加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利

用者に対し、サービスを行った場合に加算します。 

 

イ 総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）：次のいずれにも該当すること。 

(1) 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門員、看護

師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、サービス計画の見直しを行っていること。 

(2) 地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、事業所が提供することのでき

るサービスの具体的な内容に関する情報提供を行っていること。 

(3) 利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図り、利用

者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること。 

(4) 日常的に利用者と関わりのある地域住民等の相談に対応する体制を確保していること。 

(5) 必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の生活全般を支援するサービスが包括的に提

供されるような居宅サービス計画を作成していること。 

(6) 次のいずれかに適合すること。 

 ① 地域住民等との連携により、地域資源を効果的に活用し、利用者の状態に応じた支援を行ってい

ること。 

 ② 障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等と協働し、地域において世代間の交流の場の拠点とな

っていること。 

 ③ 地域住民等、他の指定居宅サービス事業者が当該事業を行う事業所、他の指定地域密着型サービ

ス事業所が当該事業を行う事業所等と共同で事例検討会、研修会等を実施していること。 

 ④ 市町村が実施する法第 115条の 45第 1項第 2号掲げる事業や同条第 2項第 4 号に掲げる事業

等に参加していること。 

ロ 総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ）：イ(1)から(3)までに掲げる基準に適合すること。 

（変更） 

褥瘡マネジメント

加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所におい

て、継続的に利用者ごとの褥瘡管理をした場合に加算します。 

 

イ 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)：次のいずれにも適合すること。 

(1) 利用者ごとに、利用開始時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発生と関連のあるリスクに

ついて、利用開始時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価すること。 
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(2) (1)の確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報

その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

(3) (1)の確認の結果、褥瘡が認められ、又は(1)の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされ

た利用者ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同し

て、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していること。 

(4) 利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や利用者の状態

について定期的に記録していること。 

(5) (1)の評価に基づき、少なくとも３月に１回、利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。 

ロ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)：次のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)から(5)までのいずれにも適合すること。 

(2) 次のいずれかに適合すること。 

 ① イ(1)の確認の結果、褥瘡が認められた利用者について、当該褥瘡が治癒したこと。 

 ② イ(1)の評価の結果、利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた利用者について、褥瘡

の発生のないこと。 

（新設） 

生産性向上推進体

制加算 

 別に厚生労働大臣が定める以下の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利

用者に対し、サービスを行った場合に加算します。 

 

イ 生産性向上推進体制加算（Ⅰ）：次のいずれにも適合すること。 

(1) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための

委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認し

ていること。 

 ① 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」という。）を

活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保 

 ② 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

 ③ 介護機器の定期的な点検 

 ④ 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修 

(2) (1)の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及び質の確保並びに職員の負担軽減に関する

実績があること。 

(3) 介護機器を複数種類活用していること。 

(4) (1)の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及び質の確保並びに負担軽

減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、及び当該取組の実施を定期

的に確認すること。 

(5) 事業年度ごとに(1)、(3)及び(4)の取組による業務の効率化及び質の確保並びに職員の負担軽減に

関する実績を厚生労働省に報告すること。 

ロ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ）：次のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)に適合していること。 

(2) 介護機器を活用していること。 
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(3) 事業年度ごとに(2)及びイ(1)の取組による業務の効率化及び質の確保並びに職員の負担軽減に関

する実績を厚生労働省に報告すること。 

（新設） 

身体拘束廃止未実

施減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合に減算します。 

（新設） 

高齢者虐待防止措

置未実施減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合に減算します。 

（新設） 

業務継続計画未策

定減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合に減算します。 

 

 

 

 


